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１．経営環境

（１）国内経済の状況

国内経済は、2019年末頃までは、米国の保護主義への傾斜とそれに端を発した貿
易摩擦の激化、英国のEU離脱、金融資本市場の混乱、消費税増税等による先行き
不透明感から、企業業績の下振れが懸念される局面もありましたが、雇用環境は引き
続き良好であり、人手不足を背景に合理化・省力化投資等を中心とした旺盛な設備投
資需要にも支えられ、企業業績は堅調に推移していました。

しかしながら、2020年に入り、２月頃から顕在化した新型コロナウイルス感染症の世
界的な蔓延で状況は一変、多くの企業で業績が悪化し経済活動も停滞を余儀なくされ
ました。緊急事態宣言や蔓延防止等重点措置等、様々な活動制約を経ても感染者数
の拡大ペースは衰えを見せず、2021年４月時点では東京都や大阪府等に３回目の緊
急事態宣言が発出される事態となっており、医療体制の逼迫も危惧されています。

中期経営計画（2021年度～2023年度）

人・モノの動きや経済活動が強く制限されるなか、イン
バウンド消費の消滅や外出の自粛により、特に宿泊・飲
食・旅行・航空等、対個人サービス関連企業を中心に業
況は悪化しており、今後の感染拡大ペースやワクチン
の接種完了時期等も不透明であることから、先行きが
見通せず、多くの企業が対応に苦慮している状況です。
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１．経営環境

一方、当社グループが属する半導体業界におき
ましては、2018年秋以降、米中貿易摩擦等の影響

から、メモリー投資の減速、データセンター関連需
要の低迷等、先行きの需給動向を慎重に見極める
状況が続いていましたが、2019年秋頃から、半導

体メーカーおよび半導体製造装置メーカー各社の
将来見通しは上昇基調に転じました。

2020年に入り、新型コロナウイルス感染症の拡大が世界各地で広がる中、スマート

フォンに代表されるコンシューマ製品や車載、産業機器等で、一時消費減少が見込ま
れる局面もありましたが、テレワークや巣ごもり需要の増大でデータ量が増加し、デー
タセンターなどのインフラ需要は急激に拡大しています。

今回の「コロナショック」を契機に、世界中の人々の行動様式は変化を迫られ、働き
方、製造現場、購買行動、教育・医療には大きな変革が求められています。このような
新しい行動様式の下では、５GやAI、IoT、自動運転等の需要が益々高まると見込ま
れ、中長期的には半導体需要は着実に拡大していくと思われます。
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（２）半導体業界の状況



１．経営環境

このような環境の中、当社では、これまでに蓄えた豊富な受注残高と、工場の
高稼働に伴う量産効果を背景に、2021年3月期は、売上高・営業利益・経常利
益・当期純利益のいずれも、上場以来最高額を更新することができました。

また、受注残高につきましては、2019年秋頃から拡大傾向に転じた後、コロナ

禍においても拡大を続け、足元では過去最高レベルの水準で推移している状況
です。

こうした中、当社工場では、国内・海外とも
に２交代制を併用しながらのフル操業が続
いています。現状の高水準の受注に加え、
将来に向けたお取引先からの増産要請も多
数抱えていること、そもそものベースとして
データセンター、５G、AI、IoT、自動運転等に

よる半導体需要の急拡大が見込まれること
から、設備増強や効率化による工場のキャ
パシティーアップが、当社における喫緊の課
題であると言えます。
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（３）当社の現況と今後の見通し



２．経営理念等

（１）経営理念

企業の維持、発展をならしめ、

社員個々の幸福を勝ち取り、

社会に対し社会性を十分発揮して、

その存在価値を高めること

（※「創立の根本精神及び経営理念」より）

（２）スローガン

道は一つ、共に進もう

（※「創立の根本精神及び経営理念」より）

（３）企業行動指針

①お客様からの信頼の獲得、②基本的人権の尊重、③倫理的行動の実践

による法令および企業倫理の遵守、④公正・誠実な取引の実施、

⑤反社会的勢力との決別、⑥環境問題への取り組み、⑦企業情報の開示

（※「ジーエルサイエンスグループ企業行動指針」より）
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３．当社のあゆみ

中期経営計画（2021年度～2023年度）

1975

1980

1985

1990

1995

2000

2005

2010

2015

2020

設立 1976年10月
ガスクロ工業株式会社
（現ジーエルサイエンス
株式会社）の子会社と
して山形県山形市大字
上椹沢に株式会社ガス
クロ・ヤマガタを設立

本社工場を新設・移転
1982年12月
山形県山形市大字志戸田
に本社工場を新設・移転

社名変更 1991年4月
株式会社ガスクロ・ヤマガ
タの商号をテクノクオーツ
株式会社に変更

本社工場を新設・移転
1998年1月
山形県山形市蔵王松ヶ丘
に蔵王工場を新設・本社を
移転

中国に子会社を設立 2002年5月
中国浙江省杭州市に現地法人子会
社杭州泰谷諾石英有限公司を設立

本社移転 2002年7月
山形県山形市蔵王松ヶ丘から東京
都新宿区へ本社移転

株式上場 2004年12月
株式会社ジャスダック証券取引所（現東京証券
取引所）

米国に子会社を設立 2012年5月
米国カリフォルニア州に現地法人
GL TECHNO America,Inc.を設立

本社移転 2017年10月
東京都新宿区から東京
都中野区へ本社移転

中国子会社第２工場を新設 2005年6月
現地法人子会社杭州泰谷諾石英有限公司
第２工場を新設

中国子会社第３工場
を新設 2021年6月
現地法人子会社杭州

泰谷諾石英有限公司
第３工場を新設

蔵王南工場を新設
2001年10月

山形県山形市蔵王松ヶ
丘に蔵王南工場を新設

店頭公開 1999年9月
日本証券業協会に株式
店頭公開

（１）沿革
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３．当社のあゆみ

中期経営計画（2021年度～2023年度）
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（２）連結売上高推移
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４．前中計期間中の成果と課題

（１）前中計期間中の成果

①過去最高の売上高および営業利益の達成

②内部管理体制および各種ツールの進捗

（２）次期中計に向けた課題

①生産能力増強、中国第３工場の建設と量産開始

②コロナ禍での営業展開、営業力強化

③業務効率化、経営基盤強化、人材育成等の推進

中期経営計画（2021年度～2023年度）



５．中期経営計画の概要

（１）中期経営計画のビジョン

石英ガラス・シリコン加工における世界有数の

「半導体関連精密パーツ総合メーカー」としての地位確立

中期経営計画（2021年度～2023年度）

（２）中期経営計画の主な戦略

①生産能力増強

・中国第３工場の稼働（2021年6月末竣工予定）や各工場の生産性向上等により、
生産能力の増強を図ります。
・品質管理の高度化を進めるとともに、社外パートナー、外注先等との連携強化を通じて、
生産能力の向上を目指します。

②営業力強化

・コロナ後のお取引先との関係強化を図るとともに、高付加価値製品の開発と拡張を行い、
石英・シリコンの量産品のマーケット拡大を目指します。
・シリコン製品の開発品、量産品の更なる売り込み強化するとともに、火加工製品等、
高難易度製品の拡大を図ります。
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５．中期経営計画の概要

④経営基盤強化

・ESG経営、SDGｓへの対応を進めるとともに、会社法改正への対応や新市場区分への移行
を見据えたコーポレートガバナンスコード等への対応を行います。
・財務指標や株価を意識した経営を行い、IR機能強化、リスクマネジメント強化を図ります。

⑤人材育成

・各種研修の充実、業務マニュアルの作成推進、人事ローテーションの活発化等により、
優秀な人材の育成に努めます。

中期経営計画（2021年度～2023年度）

③業務効率化

・業務フロー、作業手順等の見直しを進め、業務自動化・効率化等のDXを推進します。
・テレワーク、会議システム等、効率化に資するシステムツールの更なる活用を図ります。
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５．中期経営計画の概要

（３）計数計画

中期経営計画（2021年度～2023年度）

44期
2020年3月

45期
2021年3月

46期
2022年3月

47期
2023年3月

48期
2024年3月

売上高 9,072 12,791 13,100 15,000 16,000

営業利益 1,416 2,446 2,460 2,860 3,090

営業利益率 15.6% 19.1% 18.8% 19.1% 19.3%

中期経営計画
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５．中期経営計画の概要

中期経営計画（2021年度～2023年度）
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６．参考資料

（１）グループ会社の連携

中期経営計画（2021年度～2023年度）

分析機器事業 自動認識事業半導体事業

HangZhou
Techno 
Quartz

ジーエルサイエンスグループ

ジーエルサイエンス
株式会社

テクノクオーツ
株式会社

ジーエルソリューションズ
株式会社

杭州泰谷諾石英有限公司

GL TECHNO AMERICA,Inc.

13

株式会社フロム

GL Sciences B.V.

GL Sciences, Inc.

技尔（上海）商貿有限公司

株式会社グロース
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６．参考資料

中期経営計画（2021年度～2023年度）

中期経営計画の主な戦略「④経営基盤強化」の中でも触れておりますとおり、当社では、
ESG「（環境：Environment）、（社会：Social)、（企業統治：Governance)」を経営に取り入れ、
企業価値の向上を目指しています。

・「環境」につきましては、政府が掲げる「2050年カーボンニュートラル」の実現に向けて、
低炭素・循環型社会への転換に貢献すべく、国内・海外（中国）の当社工場において、
極力環境に配慮した製造工法を模索するとともに、廃棄物の削減や分別に鋭意取り
組んでおります。

・「社会」につきましては、半導体事業を通じて世界中の
人々に便利で豊かな暮らしを提供することで社会貢献
するとともに、企業活動を通じて適正な配当・納税を
行うことで、広く株主・社会に利益を還元し、上場企業
としての社会的責任を果たして参ります。

・「企業統治」につきましては、取締役８名中３名を独立
且つ社外取締役とすることで経営の客観性を担保す
るとともに、2022年4月の東証市場再編（当社はジャス
ダック市場からスタンダード市場に移行予定）を前提
に、コーポレートガバナンスコード全78項目の適用を
視野に入れたガバナンス体制の構築に向けて取り組
んでおります。

（２）ESG経営への取り組み
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６．参考資料

中期経営計画（2021年度～2023年度）

当社では、ESGと密接に関係するSDGｓに対
しましても、一体として取り組んでまいります。

現時点では、下記のとおり、主として３、１２、
１７についての取り組みが先行していますが、
今後、当社としての正式な目標項目を設定し
て行く予定です。

番号 項目 ゴール ターゲット 当社の目標

全ての人に健康

と福祉を
3.9

2030年までに、有害化学物質、ならびに大

気、水質及び土壌の汚染による死亡及び疾

病の件数を大幅に減少させる。

・国内外の生産拠点における有害化学物質

　の大気・河川・土壌等への排出防止徹底

つくる責任 つか

う責任
12.5

2030年までに、廃棄物の発生防止、削減、

再生利用及び再利用により、廃棄物の発生

を大幅に削減する。

・国内外の生産拠点における廃棄物の削減

　及び分別の徹底

・環境に配慮した製造工法の研究推進

パートナーシッ

プで目標を達成

しよう

17.17

様々なパートナーシップの経験や資源戦略

を基にした、効果的な公的、官民、市民社

会のパートナーシップを奨励・推進する。

・当社国内工場が所在する山形市、聾学校、

　養護学校等への寄付等を通じた協力

・企業、大学、研究機関との共同研究推進

（３）SDGsへの対応



６．参考資料

・現在の中国第１工場・第２工場の隣接地に、総額約２７億円で第３工場を建設中です。
・最大６０台の機械設備設置が可能であり、最大約２５億円/年の増産規模となります。

中期経営計画（2021年度～2023年度） 16

（４）中国第３工場（2021年6月末竣工予定）


